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平成2８年７月２９日
東北電力株式会社

東北東京間連系線に係る広域系統整備計画

提出した実施案の概要について

（工期に関する補足説明）

第１５回広域系統整備委員会
資料１_別紙１
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対策工事の概要

発電所

変電所

開閉所
500kV送電線

275kV送電線

黒：既設

赤：新設

《工事費》
1,530億円

《所要工期および完了予定年月》

〔所要工期〕11年
（費用負担者との本広域系統整備計画に係る工事費の

契約手続き期間含まず）

〔完了予定年月〕 H39年11月予定
（H28年度中に費用負担者との工事費の契約手続き等

が終了し，H29年4月から着手可能なことが前提）

（基本要件）
⇔ 1,590億円程度

（基本要件）
⇔ 7～11年程度を目標

《対策後の東北→東京向け運用容量》

1,118万ｋＷ
（運用容量：現状573万ｋＷから545万ｋＷ増加）

（基本要件）
⇔ 1,120万ｋＷ以上

東京電力PG
南いわき（開）

東京電力PG
新いわき（開）

東京電力PG

福島幹線

山線

西仙台(変)

（仮）Ｍ開閉所 新地火力 等

南相馬（変）

西山形(変)

宮城(変)

新庄(変)

女川
原子力

新仙台
火力

（仮）Ｍ南幹線

（仮）Ｍ北幹線

相馬双葉幹接続変更

越後
開閉所

東京電力PG
新福島（変）

宮城中央(変)

青葉幹線

常磐幹線(北)

常磐幹線(南)

東京電力PG
川内線

新地火力線

注）東京電力PG：東京電力パワーグリッド株式会社

平成28年5月27日
第13回広域系統整備委員会 資料１別紙（抜粋）
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500kV送電線建設における工程（所要工期：11年）

全体工程のイメージ
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500kV送電線建設における工程（所要工期：11年）

技術測量等が完了したエリアから，地権者
の同意を得て基礎・鉄塔設計を開始

1年目～6年目：調査 → 測量・設計 → 用地取得

事業計画説明において合意を得た地域から地権者調査
を行い，地権者の所在を把握できたエリアから立入交
渉（内諾取付）を開始

立入交渉において測量承諾を得
たエリアから技術測量等を開始

基礎・鉄塔設計が完了したエリアから
用地測量・補償物件調査を開始用地測量・補償物件調査により補

償内容が確定したエリアから用地
取得・補償交渉を開始 用地取得が完了し，工事着手が

可能と判断されたエリアから仮
設工事開始
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500kV送電線建設における工程（所要工期：11年）

基礎，鉄塔および架線設計完了後に承認手続きが終了
し各地点の作業時期に合わせて資材発注を開始

現場事務所，資材置場の設置および基礎作業の着手時
期に合わせて仮設道路や塔内仮設等作業を開始

延線区間割りとその区間の架線作業開始時期に合わせ
て作業員と機械工具を確保し，基礎作業を開始

延線機材設置のための仮設作業から始め，鉄塔組立が
終了した延線区間から架線作業を開始

7年目～：資材発注・仮設工事 → 鉄塔工事 → 架空線工事
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本実施案における工程の特徴

本広域系統整備計画については，これまでの工事経験に基づ

き工程を想定しているが，工期11年での完工を目指すため，

工程の短縮をはかっている。

段階を踏んで進める方が手戻りが少なく確実であるものの，

今回は工程短縮を優先し，各工程を同時並行的に実施するこ

ととしている。

現実的なリソースを考慮し，事業実施主体として，実現性が

高いと考える工程としている。
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本広域系統整備を進める上での課題

〔課題〕複数の大規模送電線新設工事を並行して実施

これまでの工事経験に基づき
工程を組むと，最終段階で送
電線工事が輻輳する。

全ての工事を並行して行うに
は，作業員を大規模かつ同時
に投入する必要あり。
【特に架線電工の確保が課題】

作業員確保面に懸念
工期を11年内に収められない
虞ありＭ北幹線

Ｍ南幹線
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工程調整前

既にタイトな工程を更に圧縮
⇒ 架空線工事の輻輳を回避

Ｍ北幹線

Ｍ南幹線

Ｍ北幹線

工程調整後

Ｍ南幹線

課題対応（工程調整）

圧縮
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Ｍ南幹線の工期短縮について

平成28年5月27日 第13回広域系統整備委員会資料１別紙（抜粋）

下記の「被災地特有の対応」について，
現段階で定量的な評価は不可

Ｍ南幹線の工程短縮は
見通し不可
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過去の送電線工事との差異について

総工事期間が短い
工事の特徴

平成26年9月14日 第5回広域系統整備委員会 資料1

 亘長が短い
 国有林通過等に

より用地交渉が
円滑に進展

Ｍ北幹線（亘長81km）

Ｍ南幹線（亘長62km）

いずれも該当せず
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まとめ

複数の大規模送電線新設工事の並行実施に伴う「架空線工事
の輻輳」という課題の克服に向け，工程調整に精力的に取り
組むことで，事業実施主体としては所要工期１１年に向けて
尽力する所存。

ただし，上記以外に発生が予見される諸課題やリスクに対し
ては，事業実施主体のみでの解決が困難な場合も想定される
ことから，本委員会で情報共有のうえ，課題等の解決に向け
た支援・サポートをお願いしたい。
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（参考）送電線工事の工期について

平成28年4月2５日 第12回広域系統整備委員会 資料2別紙


